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臨時レポート

OPEC加盟国等主要産油国が減産延長合意

投資情報室
（審査確認番号H29-TB85）

 OPECは5月25日、ウイーンの本部で半年に1度の総会を開き、今年１月からロシアなど非加盟の主
要産油国と実施してきた協調減産の期限を9ヵ月間延長し、来年３月までとすることで合意しました。
OPECは昨年11月の総会で、加盟国全体の生産量を日量約120万バレル減らすこと、更に昨年12月
には、ロシアなど非加盟主要産油国が日量約60万バレルの減産に踏み切ることで合意し、今年6月
までを期限に1月から減産を開始しました。当初は減産により原油の需給が安定するとの見方等から
同価格は強含みの動きを続けていたものの、3月以降は勢いを失いつつありました。今回の減産延長
合意は原油価格の回復を目的に行われたものであると考えられます。

 ９ヵ月間の減産延長は大方の予想通りであり、OPECが減産幅の拡大や12カ月間の延長に踏み切ら
なかったこと等が失望を誘いました。25日のWTI原油先物価格は前日比約5％下落し、1バレル50
ドルの節目を割り込みました（図表1）。減産幅の拡大や減産期間の更なる延長等、主要産油国が新
たな対策に踏み切らない限り、以下の理由から原油価格は上値の重い展開を続けるものと思われま
す。①米国リグ（原油掘削装置）稼働数増加（図表2）にみられるシェールオイルの増産、②減産に
消極的なイラク等、減産に取り組む姿勢の違い（図表3）、③原油在庫の高止まり（図表4）、④内
戦を理由に減産を免除されているリビアとナイジェリアの生産回復。

協調減産を来年３月まで延長することで合意するも大方の予想通り

 OPEC（石油輸出国機構）と非加盟主要産油国は、今年1月から開始した協調減産の期限を9ヵ
月間延長。ほぼ大方の予想通りの内容で、失望売りに原油価格は下落。

 減産幅の拡大等新たな対策が講じられなければ、原油価格の上値は限定的か。

図表1：WTI原油先物価格 図表2：米国リグ稼働数
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図表3：主要産油国の減産達成率 図表4：OECD※加盟国の原油商業在庫

出所：図表1、2、4はブルームバーグデータ、図表3はOPECデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成
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